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雇用者と産業医への教育を基盤とした
「てんかん患者就労促進モデル」の構築

藤　川　真　由

要旨：てんかんは適切な治療のもと多くの患者が通常就業が可能な疾患であるが，依然とし
て患者の就労率や雇用定着率が低い。そこで本研究では，三つの課題に取り組んだ。まず，
てんかん患者の就労促進および阻害要因に関する文献レビューでは，アウトカム因子に就労
率以外の就労実態を示す指標の使用が少なく，説明因子には発作関連因子以外の心理社会的
因子の使用が少なかった。また，就労と多面的要因の関連についてのエビデンスも不足して
いた。次に，自験例にて職歴のあるてんかん患者140名を対象に，離職の多面的要因の同定
を行った。結果，患者の離職には発作関連因子よりも，属性や心理社会的要因が有意に影響
していた。よって，患者への疾患教育や心理的介入のみならず，社会を取り巻く包括的な介
入の重要性が示された。先の二つの研究の知見をもとに，雇用者や産業医，就労支援者を対
象としたてんかん就労促進プログラムの構築を現在施行中である。
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序論

　てんかんは適切な治療のもと，多くの患者が
就労または生産的活動が可能な疾患である。一
方で，てんかん患者の就労率は一般人口よりも
低く，2003年の調査では失業率が42-55%と報
告されており1），同年の国民全体の完全失業率
5.5%を大幅に上回っていた2）。国内外では，て
んかん患者の社会参加促進への布石として，地
域医療連携てんかん診療ネットワークの構築
や，一般社会へのてんかん啓発活動が展開され
てきたが，患者の就労環境の整備には課題が山
積している3）。
　てんかん患者が労働意欲や能力，業務適性が
あっても就業できない背景には，多面的な要因
が複合的に関わっている。そのうち，患者の就
労に影響する生物学的要因としては，発作頻度

や，認知機能，抗てんかん薬の副作用がある4, 5）。
また，心理学的要因として，抑うつや不安，て
んかんに対する自身への偏見であるセルフス
ティグマが 6, 7），さらには社会学的要因として，
社会のスティグマや，家族や周囲の人々の態度
が就労に影響すると報告されている8）。
　しかし，先行研究で明らかになっているのは
被雇用者であるてんかん患者側の個々の要因そ
れぞれの就労への影響であり，多面的要因が複
合的に影響している特徴を反映しているエビデ
ンス研究は僅かである。さらに，雇用者側や産
業医を含む社会全体の特徴を踏まえた有益な就
労促進モデルも不足している。そこで，我々
は，人の多面的要因によって生じる現代医療的
課題へのアプローチに用いる「生物心理社会モ
デル」9）（Fig. 1）を理論的基盤とし，本研究に
取り組んだ。このモデルは，ある1つの要因が
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課題に影響を及ぼしていると捉えるのではな
く，生物・心理・社会的要因が相互に作用し，
課題に影響を及ぼしている，システムとして捉
えるものである。世界保健機関の国際生活機能
分類 （International Classification of Disability 
and Health；ICFモデル）10）の礎になっており，
障害者の職業リハビリテーションでは，このモ
デルを基に臨床研究や支援が行われている。
　本研究では，てんかん患者の就労問題に着目
し，次の三つの課題に取り組んだ。まず，てんか
ん患者の就労促進および阻害要因に関して文献レ
ビューを行い，その特徴と課題を抽出した11）（研
究Ⅰ）。次に，自験例を用いてエビデンスの少
ない患者の就労定着の問題に関連する「離職」
の要因の同定を行った（研究Ⅱ）。最後に，そ
の二つの研究の知見をもとにてんかん就労促進
プログラムの構築を試みた（研究Ⅲ）。

＜研究Ⅰ＞てんかん患者の就労促進およ
び阻害要因に関する文献レビュー11）

【目的】てんかん患者の就労アウトカムとそれ
に影響する促進および阻害要因についての先行
研究を，系統的レビューにより抽出した。

【方法】電子論文検索データベース（PubMed, 
web of science, PsycINFO, CINAHL）を使用

し，“epilepsy” と “employment” を検索キーワー
ドとし，and検索を2019年2月20日に施行した。
レビューの対象となる論文の選定基準は，英語
の査読ありの原著論文，且つ，実証研究論文，
就労を目的変数とした研究，そして統計学的分
析が行われた量的研究とした。除外基準は，学
会抄録や会議録等，総説論文，てんかん患者の
就労関連因子以外の研究，研究結果に科学的な
根拠がない論文とした。各論文内で複数の就労
に関する目的変数，就労への関連因子が検討さ
れていた場合，変数や因子毎に集計したため，
集計結果の論文数は延べ数であり，それぞれの
変数間，因子間で重複している論文がある。

【結果】論文検索の結果，得られた全ての論文
は562編あり，最終的に選定基準に合致した論
文は131編であった（Fig. 2）。まず，てんかん
患者の就労に関する目的変数には，25種類の多
様な項目が用いられていた（Tab. 1）。そのう
ち，「就労の有無」が100編（63%）と大多数を
占め，「雇用形態別の就労の有無」（12編：7.4%），

「収入」（8 編：4.9%），「就労継続期間」（5編：
3.1%），「仕事のスキルレベル」（4編：2.5%）と
続いた。次に，就労とそれに関連する因子にお
いて，患者の多面的要因の影響を同時に分析し
ている論文は無かった。そこで，関連因子を対

Fig. 1　Biopsychosocial Model9）
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象者の属性と，生物，心理，社会的側面の4つ
に分類し，それぞれの就労との関連をまとめた。
　まず，てんかん患者の就労への関連を調査し
た対象者の属性の因子数は延べ89編あった。教
育年数（27編：30.3%）を関連因子の一つとし
た論文が最多であり，性別（22件：24.7%），年

齢（19編：21.3%）と続いた。教育年数が長い
と就労の促進要因になるという報告が11編を占
めていた。一方で，性別に関しては，比較検討
において就労率に性別差はないという報告が8
件あったのに対し，男性の方が女性より就労率
が高いという報告は4件あった。年齢の就労率
への影響は，結果が拮抗していた。
　次に，生物学的側面の因子数は，延べ189編
あった。発作コントロールおよび発作頻度（35
編：18.5%），発症年齢（22編：11.6%），罹患期
間（13編：6.9%），てんかん外科手術後の発作
頻度（11編：5.8%）と続いた。
　心理学的側面として就労への関連性に用い
られていた因子の数は延べ65編であり，抑う
つ（11編：16.9%）を筆頭に，てんかんへのス
テ ィ グ マ（8編：12.3%）， 不 安（6編：9.2%），
quality of life（QOL；6編：9.2%）と続いた。
　最後に，社会的側面として就労への関連性の
分析に用いられていた因子数は，延べ51編であ
り，さらに少なかった。代表的なのは，職業お
よび包括リハビリテーション関連因子（6編：
11.8%），職場環境（例：偏見，制限，差別，サ
ポート；5編：9.8%），障害年金の有無（4件：
7.8%），運転免許（4編：7.8%），単独行動の可

Fig. 2　文献検索のフローチャート

Tab. 1　‌�てんかん患者の就労を目的変数とした研究
（延べ数）
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否（4編：7.8%）であった。
【考察】てんかん患者の就労研究には，アウト
カムを就労率とした文献が多数を占め，それ以
外の就労継続年数や，業務内容，スキルレベ
ル，当事者の就労満足度などの就労の質に関す
る報告は不足していた。就労の要因について
は，生物心理社会的な要素を同時に研究した論
文は皆無であった。各側面では，発作関連因子
の就労への影響は明らかであったものの，それ
以外の心理面や社会面の報告が少なく，エビデ
ンス不足が露呈した。また，就労の要因は多面
的で複合的とのコンセンサスがある中で，それ
らの相互作用を同時に分析する統計学的手法を
用いている文献は少なく，患者の就労状況を包
括的に把握するには課題が残った。

＜研究Ⅱ＞てんかん患者の離職に影響し
うる生物心理社会的要因

【目的】研究Ⅰの知見をもとに，今度はエビデ
ンスの少ない就労継続に関連する「離職率」を
アウトカムとし，それへのてんかん患者の属性
と，生物，心理，社会的要因の影響を同時に分
析した。関連因子の同時分析には，どの因子が
どの程度影響を与えているかを明らかにすると
いう意義がある。また，離職要因の特定を行う

ことは，就労継続の阻害要因を明らかにするこ
とであり，不要または過度な離職を予防する就
労定着支援の方法を探ることに寄与する。

【方法】対象は，東北大学病院てんかん科にて
包括的てんかんモニタリング精査のために入院
し，てんかんと診断された，職歴のある140名
である（Tab. 2）。生産年齢外の15歳未満また
は65歳以上，生涯無職，福祉的就労，学生は除
外した。データは，科内データベースから抽出
し，重回帰分析により分析した。離職率は，各
対象者の離職回数を社会人年数で割り，算出し
た数値とした。説明因子は，生物・心理・社会
面の合計13因子を投入した。本研究は東北大学
大学院医学系研究科倫理委員会の承認を得て実
施した。

【結果】140名（平均年齢35.0歳；男性67名）の
離職率は，平均0.2回（SD=0.2）であった。重回
帰分析の結果，決定係数は .38，調整済み決定
係数は .32であり，1%水準で有意な値であった 

（R2 = .38, ΔR2 = 32, F [13,126] = 5,96， p = .000）。
重回帰分析にて離職率に有意に影響する変数
は，年齢（β = −.59 p <.01），性別（男性：
β = .20 p <.05），現在の就労有無（無職：β = 
−.26 p <.01），WAIS-IIIの全IQ指数 （β = .18 
p <.05），てんかんセルフスティグマ （β = .22 

Tab. 2　研究Ⅱの対象患者の背景
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p <.05），ソーシャルサポート（β = .22 p <.01）
であった（Fig. 3；Tab. 3）。一方で，教育年数
や，発作頻度，発症年齢，発作不安，情緒，社
会保障制度利用，社会生活機能は有意な説明変
数とは認められなかった。

【考察】本研究では離職には発作関連因子より
も，患者の属性や心理社会的要因が有意に影響
していた。若年層の方が，離職率が高いのは一

般人口と同様の結果であった12）。また，全IQが
高い人ほど離職している背景には，一般的に単
純作業の仕事に従事している割合が高く，職業
適性上のミスマッチや就労満足度の低下により
離職しやすくなるのではないかと考えた13）。ま
た，セルフスティグマは先行研究でも離職への
リスク因子になりうることは報告があるため，
Modular Service Package Epilepsy（MOSES）14）

Fig. 3　てんかん患者の離職率への有意な説明因子

Tab. 3　てんかん患者の離職率への重回帰分析結果
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などのてんかん教育プログラムが有効である15）。
興味深いことに，ソーシャルサポートを受けて
いる患者ほど離職率が高かった。背景要因とし
て，患者家族の過度な不安や過干渉から派生す
る，過剰なサポートが患者の自立を妨げている
可能性や8, 16），離職を繰り返す中で，周囲のサ
ポートが充実してきた可能性が推察される。以
上より，就労支援においては，支援者や雇用者
を含む関係者への疾患教育や発作時対応の周
知，患者のセルフスティグマへの心理的介入
や，患者のソーシャルサポートの強化を目的と
した対人関係や職場環境の改善，そして環境整
備の重要性が示された。

＜研究Ⅲ＞てんかん患者の就労促進プロ
グラムの構築

　研究ⅠとⅡの知見をもとに，就労支援者のみ
ならず雇用者や産業医を対象とした，てんかん
患者の就労促進と就労定着を目的としたプログ
ラムを現在開発中である。プログラムのター
ゲット利用者は雇用者（例：人事担当者，管理
職，現場担当者）と産業医だが，医療従事者や
就労支援者も対象に含む。実施方法は，動画配
信と付随する資料配布を行い，参加者にはアン
ケート調査を実施しその有用性や満足度を計測
する。プログラムの内容は，医学と心理学，就
労支援の専門家らとの協議により，てんかんの
基礎知識，発作ビデオ提示による具体的な発作
時対応の知識，雇用上の合理的配慮や留意点，
てんかんに関わる就労の法律，治療と職業生活
の両立支援，てんかん患者の雇用事例から学ぶ
課題への対処法などが計画されている。今後，
構築したプログラムの運用により，その有用性
検討を行うことを目指している。

結語

　本研究により，てんかん患者への就労支援
ニーズの特徴が明らかになった。系統的レ
ビューでは発作コントロールの就労への影響が
重視されてきた一方で，心理社会的側面につい
てはエビデンスが不足しており，さらには多面
的な分析の報告は僅かであった。自験例での離
職への多要因同時分析結果では，生物学的要因

より心理社会的要因が有意に影響していた。そ
のため，雇用者や産業医を対象とした就労促進
プログラムでは，患者側の個人要因のみなら
ず，就労環境を共に構築する支援者や雇用側と
の相互作用を考慮したプログラムの確立が期待
される。
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